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貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
(平成16年12月31日現在）



(単位:千円)

売　　 上　 　高 34,933,667
売上原価 31,215,761

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益 3,717,905
販売費及び一般管理費 3,180,506

営業利益営業利益営業利益営業利益 537,398
営業外収益

受取利息及び配当金 123,164
その他 361,172 484,336

営業外費用
支払利息 4,109
その他 282,313 286,422
経常利益経常利益経常利益経常利益 735,312

特別利益
前期損益修正益 83,548 83,548

特別損失
早期退職制度関連費用 904,445
事業撤退損失引当金繰入額 158,528
その他 167,698 1,230,672
税引前当期純損失（△）税引前当期純損失（△）税引前当期純損失（△）税引前当期純損失（△） △△△△ 411,811

法人税、住民税及び事業税 34,321
法人税等調整額 2,079,682 2,114,004

当期純損失当期純損失当期純損失当期純損失(△△△△) △△△△ 2,525,816
前期繰越利益 426,021

当期未処理損失（△）当期未処理損失（△）当期未処理損失（△）当期未処理損失（△） △△△△ 2,099,794

（注）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社との取引高

営 業 取 引
売 上 高 1,329,081千円
仕 入 高 590,818千円

           営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 58,276千円
３．１株当たりの当期純損失 69円86銭

※１株当たり当期純損失算定上の基礎
   損益計算書上の当期純損失 2,525,816千円
   普通株式に係る当期純損失 2,525,816千円
   普通株主に帰属しない金額の内訳
   利益処分による役員賞与金 - 千円
   普通株主に帰属しない金額 - 千円
   普通株式の期中平均株式数 36,157千株

科目 金額

損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書
（平成16年4月1日から 平成16年12月31日まで）



重要な会計方針 
  １．有価証券の評価基準及び評価方法 
 子会社株式 ………………………… 移動平均法による原価法 
 その他有価証券  
時価のあるもの ……………・・……  期末日の市場価格等に基づく時価法 

                                      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定） 

       時価のないもの …………………   移動平均法による原価法 
 
  ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
     製 品、仕掛品 ……………………  量産品については、総平均法による原価法 

試作品等の個別生産品については、 
個別法による原価法 

     原 材 料 …………………………  総平均法による原価法 
     貯 蔵 品 …………………………  最終仕入原価法 
 
  ３．固定資産の減価償却の方法 
     有 形 固 定 資 産 ………………  建物及び構築物については定額法、 
                                        その他の有形固定資産については定率法 
                                        なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 
                                          建物及び構築物             ３～50年 
                                          機械及び装置他             ２～20年 
      無 形 固 定 資 産 ………………  定額法 
                                        なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法 
                                        
４．引当金の計上基準                                 
  （１）貸倒引当金                                   

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。 

（２）賞与引当金                                   
従業員の賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込み額を計上しておりま
す。 

（３）製品保証引当金 
販売した製品の品質保証期間内に発生するクレームに対する費用の支出に備えるため、
過去の実績率を基礎に将来の保証見込を加味して計上しております。 

（４）退職給付引当金                                 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により翌期から費用処理することとしております。 

（５）役員退職引当金                                   
役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定及び執行
役員退職慰労金規定に基づき、期末要支給額を計上しております。なお、当該引当金
は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 



（６）役員賞与引当金 
定時株主総会での承認を条件に支給される役員賞与及び執行役員に支給される賞与
に備えるため、当期発生額を計上しております。 
（追加情報） 
  「役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報
告第13号）が適用されることになったことに伴い、従来、株主総会決議時に未処分利益
の減少として会計処理していた役員賞与を、当期から発生時に費用処理しております。 
  この結果、従来の方法に比べて、営業利益及び経常利益が5,400千円減少し、税引
前当期純損失が5,400千円増加しております。 

 
 （７）事業撤退損失引当金 
撤退することを決定した事業に係る損失に備えるため、設備の除却等に伴う損失見込み
額を計上しております。なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金で
あります。 

 
６．リース取引の処理方法                               
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。   
 

７．消費税等の会計処理方法 ………………  税抜方式を採用しております。 
 

会計方針の変更 
当期より、従来営業外収益に含めていた作業屑売却益を、製造費用の控除項目として処理する
方法に変更いたしました。 
この変更は、当社が当期よりジーケーエヌ・グループの子会社となったことにより、親会社と会計
処理の統一を図るために行ったものであります。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益が118,766千円増加しております。なお、経常利益
及び税引前当期純損失に与える影響はありません。 

 
追加情報 
「地方税法の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、
平成16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当期
から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱
い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付
加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益及び経常利益が43,000千円減少し、税引前当期純
損失が43,000千円増加しております。 
 


